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赤字は主な意見 
１ 趣旨 

  ・人権文化を基礎に置いた、住民主体の地域づくり 

     ＊「住民主体」の意義 

     ＊「人権文化を基礎に置く」ことの意義 

 

２ 課題とそれへの対応 

  ・ 地域リーダーがいない。（Ｐ－１） 

・ 地域には人権の専門家がいない。（Ｐ－１、Ｐ―２） 

・ 人権の的確な知識が不足。（Ｐ－２） 

・ 価値観の多様化の中での地域のあり方（Ｐ－２） 

・ 日本的特殊性（「世間」・不十分な個人主義・個人主義への攻撃）（Ｐ－２） 

・ 問題事例を人権の観点から深める場がない。（Ｐ－２） 

・ 話し合いのスキルを高める機会が不足。（Ｐ－３） 

・ 「まちづくり」と「人権」が別物になっている。（Ｐ－４） 

・ 人権の視点をどのようにまちづくりに生かせばいいかわからない。（Ｐ－４） 

・ 地域団体と専門ＮＰＯとの協働の場面が少ない。（Ｐ－４） 

・ 暮らしの中の人権、地域の中の人権に、敏感な視点を育てる機会が不足。（Ｐ－４） 

・ 個人情報保護を言い出すとコミュニティが成り立たない。 

・ 自治会に加入していない人の人権 

・ 家庭・仕事を持っている中でどうやって人権学習の機会を確保するか 

 

３ 対象者 

   ①地域リーダー（（自治会長・まちづくり団体幹部等）  

   ②地域の人権指導者（専門人権に着目して活動しているＮＰＯ、民生児童委員等） 
 

４ このプログラムの使い方 

① 全体構成（裏面） 

② 使い方 

      Ｐ―１：人権のまちづくりへの思いはあるが仲間がいない地域リーダー用 
            ささいな一歩を踏み出すためのマニュアルが必要な地域は多い。 
      Ｐ－２：各地域において、人権の専門性の高いＮＰＯ等が自主的に企画・実

施する学習会、民生児童委員の研修会などに使用。 
            人権の活動をしているＮＰＯは独自に研修もしているのでは 

ないか → 従来の学習では人権の理解が不十分。 
   Ｐ－３：各地域において、自治会長などの研修会などに使用。 

      Ｐ－４：各地域において、自治会長、まちづくり協議会等の構成員の研修会

などに使用。 
 

 ＊県主催で、このプログラム・マニュアルを使った講習会などを実施してもらいたい。 



５ 全体構成 

 

地域リーダー対象              地域の人権指導者対象 

（自治会長・まちづくり団体幹部等）         （専門ＮＰＯ・民生児童委員等） 

    

●地域リーダー不在の場合         

＊地域リーダーの見つけ方マニュアル 

   Ｐ―１ 

 

 

●地域リーダーが明確な場合  

＊ 人権の話し合いの進め方マニュアル 

Ｐ－３   ← 的確な人権の視点を備えた   
   ・人権感覚をもった司会者となるために    助言者の養成プログラム 

・よい話し合いができるために                ↑ 

       Ｐ―２ 

                         人権についての理論的・実践的な学習 
                               ↓ 

＊ 人権の視点をもったまちづくりのための  ← 的確な人権の視点を備えた 

マニュアル         Ｐ－４     助言者・協働者の養成プログラム 

   ・人権の視点をもったまちづくりの        

 企画・実践・評価の具体的な方法  

 

                  

 

   一般の住民＝的確な人権の視点を備えた話し合い、まちづくりへの参加 

 
                     
 

的確な人権の視点を備えた人づくり・地域づくり 
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